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健康増進に向けた住宅環境整備のための研究 
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研究要旨 

 本研究は、健康住宅のガイドライン作成のための基礎資料とするため、健康住宅の動向や COVID-

19 の流行下における居住リテラシーの現状と課題について、既往研究や文献等から最新の知見を得

ることを目的とする。具体的には、①健康課題についてまちづくりとして取り組むスマートシティプ

ロジェクトにおける健康住宅の位置づけ、②COVID-19 に関する KAP 調査の動向からみる知識・態

度・行動の関係、③東京都の「健康・快適居住環境に関するアンケート調査」の調査結果から見た住

まいの問題とそれに対する住民の行動の関係、の 3 つの課題について調査を行った。 

 スマートシティプロジェクトの中では、住宅を対象とした取り組みはわずかに 2 プロジェクトしか

見つからなかった。COVID-19 に関する KAP 調査からは、知識・態度はおおむね良好であることが明

らかになった。この背景には、COVID-19 に関する情報がメディア等を通じて多数発信されているこ

とがあると考えられ、適切な機会に適切な手法で正しい情報提供・啓発を行うことの重要性が示唆さ

れた。東京都のアンケート調査からは、住宅の室内環境に問題を抱えている世帯は少なくなく、課題に

対し何らかの対策を行っている世帯があることが分かった。このような正しい行動をとる世帯の割合

を今後増やしていくこと、すなわち居住リテラシーの向上を図ることが必要であることが改めて確認

された。 

A．研究目的 

 健康住宅のガイドライン作成のための基礎資料

とするため、健康住宅の動向や COVID-19 の流

行下における居住リテラシーの現状と課題につい

て、既往研究や文献等から最新の知見を得ること

を目的とする。 

 

B．研究方法 

 以下の 3 つの課題を設定し、文献レビューを行

った。 

 

１）スマートシティにおける健康住宅の取り組み

に関する調査 

 内閣府によると、「スマートシティは、ICT 等

の新技術を活用しつつ、マネジメント(計画、整備、

管理・運営等)の高度化により、都市や地域の抱え

る諸課題の解決を行い、また新たな価値を創出し

続ける、持続可能な都市や地域であり、Society 

5.0 の先行的な実現の場」と定義されている 1）。

そこで、日本国内のスマートシティプロジェクト

において、健康住宅に取り組んでいる事例の有無

とその具体的内容について調べる。対象はスマー

トシティ官民連携プラットフォーム 2）に掲載さ

れているプロジェクトのうち、課題として「健康・

医療」を掲げているものとし、各プロジェクトの

詳細をインターネットで検索し整理する。 

 

２）COVID-19 に対する KAP 調査に関する調査 

 COVID-19 の流行下において、保健医療介護職

や住民等を対象とする KAP （ knowledge, 

Attitude and Practice）調査が多数実施されてい

る。KAP 調査は、対象者の知識、態度、行動を把
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握するための保健調査の一つである。この KAP

調査について、システマティックレビューを行っ

ている文献を抽出しその内容を整理する。 

 

３）東京都「健康・快適居住環境に関するアンケ

ート調査報告書」3）の調査結果の再分析 

 東京都が都民を対象に実施したアンケート調

査結果から、住まいに関する課題や居住リテラシ

ーに関する項目を抽出し整理する。 

 

C．研究結果 

１）スマートシティにおける健康住宅の取り組み

に関する調査 

 スマートシティ官民連携プラットフォームの

プロジェクト一覧には 231 のプロジェクトが掲

載されている。このうち「健康・医療」を課題に

挙げているのは 63 プロジェクト（27.3％）であ

った。 

 健康・医療に関するプロジェクトの詳細（表1）

をみると、「感染症対策に対応した移動サービス

（MaaS）の構築」「医療へのアクセスや医薬品の

配送の向上に向けた移動サービス（MaaS）の構

築」「オンライン診療体制の構築」「健康マイレー

ジ事業」「アプリを活用した健康情報の提供」な

どがあり、移動サービスや IOT を活用するなど

エリアのインフラ整備によりまち全体の機能を

高める取組みが主体であった。 

住宅そのものを対象にした取組みの記載は少

なく、今回の調査では「データ利活用型『スマー

トシティさいたまモデル』構築事業」（表 1 の

No.17）と「熊谷スマートシティ推進協議会」（表

1 の No.21）の 2 つのプロジェクトにのみ記載を

認めた。前者では、住宅に HEAT20 G2 さいたま

市地区基準を創設し、平時の省エネ・快適性及び

災害時には室温 13 度を下回らないレジリエンス

性の高い住宅の整備に取り組んでいる。後者では、

緑陰効果や自然風を考慮した、パッシブデザイン

に基づく建築・街区設計を取り入れ、データを活

用するモデルハウスの参加型実証実験を行って

いる。 

 

２）COVID-19 に対する KAP 調査に関する調査 

 Pub Med を検索エンジンとして、「knowledge, 

attitude, practice, covid」を検索キーワードに用

い、システマティックレビューを行っており、か

つアブストラクトが掲載されている論文に絞っ

て検索したところ、25 件の論文が抽出された（表

2）。それぞれの論文の概要は表 3 の通りである。

医療従事者に対象を特化したものが半数を占め、

一般人を対象とした論文は半数弱であった。 

 COVID-19 に対する知識、態度、行動のスコア

は、それぞれ「61.78%、72.39%、52.83%」（No.1、

一般人対象）、「75％、74％、70％」（No.2、一般

人対象）、「79.4%、73.7%、40.3%」（No.3、医療

従事者対象）、「72.2％、70.9％、78.8％」（No.5、

医療従事者対象）、「75.8％、74.6％、79.8％」（No.7 

医療従事者対象）、「70.25％、69.08％、41.62％」

（No.9、一般人対象）、「87％、85％、77％」（No.13、

一般人対象）、「78.9％、79.8％、74.1％」（No.14、

一般人対象）などであり、いずれの論文でも良好

な知識、前向きな態度を示している。ただし、No.

８の論文は、一般市民が主にソーシャルメディア

を通じて COVID-19 に関する情報を得ており、

オンライン上で流布しているデマによるいくつ

かの誤解が確認されていることや、多くのアメリ

カ人は COVID-19 のリスクを認識していないか

あるいは知識が乏しい、と論じている。行動につ

いては、ややバラつきがあり、知識・態度とほぼ

変わらないスコアを示しているものがある一方

で、No1、No.3、No.9 の論文ではスコアが大きく

落ちていた。No.2 の論文では、所得、性別、年齢、

学歴が行動スコアに影響していること、知識と行

動，態度と行動の間に正の有意な相関があること

が指摘されている。No.4 の論文も COVID-19 に

関する知識、態度、行動は、学歴、職業、収入、

性別、年齢、居住地、仕事経験、宗教、メディア

の有無、配偶者の有無、人種などに関連すると述

べている。No.15 は、健康に関する知識が、パン

デミック状況における行動や態度に対して重要

な影響を持つことを明らかにしている。 

 



- 89 - 

３）東京都「健康・快適居住環境に関するアンケ

ート調査報告書」の調査結果の再分析 

 東京都が実施した「健康・快適居住環境に関す

るアンケート調査」注 1）では、住まいの課題とし

て、結露、カビ、害虫・ねずみ、においについて

尋ねている。過去 3 年間で結露が発生したと回答

したのは 58.4％、カビが発生したと回答したのは

33.7％、害虫やネズミに気づいたと回答したのは

66.6％、害虫による被害（刺された、不快、かゆ

みなど）があったのは 83.3％、不快な臭気で困っ

たという回答は 26.6％である。 

 家族構成により、子どものいる世帯、高齢者の

いる世帯、その他の世帯、の 3 つに分けて状況を

見ると、結露が発生したと回答したのは、子ども

のいる世帯の76.2％、高齢者のいる世帯の52.9％

であり、カビが発生したと回答したのは、子ども

のいる世帯の37.1％、高齢者のいる世帯の28.7％

である。臭気で困ったと回答したのは、子どもの

いる世帯の 30.4％、高齢者のいる世帯の 18.8％

である。結露、カビ、臭気とも子どものいる世帯

で発生している割合が高い。 

 過去 1 年間に家族の中でアレルギー症状があ

ったと回答したのは 50.4％で、アレルギー疾患の

原因は花粉が 71.4％、ハウスダストが 37.9％、

ダニが 15.2％である。家族の中で住宅内にいると

きだけ何らかの体調不良を感じている人がいる

世帯は 18.6％である。 

 家族構成別にみると、アレルギー症状があると

回答したのは、子どものいる世帯の 62.7％、高齢

者のいる世帯の 48.0％である。住宅内で体調不良

を感じている人がいるのは、子どものいる世帯の

17.5％、高齢者のいる世帯の 22.4％である。 

 一方、同報告書から住まい方に関する回答を見

ると、まず 24 時間換気システムについて、24 時

間換気システムがあると回答したのは 40.9％で

あり、そのうち常時使用しているのは 58.9％であ

る。 

 カビや湿気の防止対策として実行しているこ

ととしては、窓開け換気が 75.5％、入浴後の換気

が71.1％、押し入れ等での除湿剤の使用が34.2％、

特に何もしていないが 3.9％である。また、ダニ

対策として意識して実行していることとして、定

期的な寝具の洗濯・乾燥が 39.8％、床やじゅうた

んの丁寧な掃除機掛けが 34.4％、じゅうたんやカ

ーペットを使用しないが 20.7％、わからない・特

に何もしていないが 28.8％である。 

 家族構成別にみると、24 時間換気システムが

あるのは子どものいる世帯の 53.9％、高齢者のい

る世帯の 41.3％で、常時稼働しているのはそのう

ちのそれぞれ 75.6％、53.2％である。 

カビや湿気の防止対策については、窓開け換気

はいずれの家族構成でも 8 割前後であるが、24

時間換気システムの常時稼働は子育て世帯で

41.9％であるのに対し高齢者世帯は 15.1％と少

ない。入浴後の換気扇の使用は子どものいる世帯

の方が高齢者のいる世帯よりも 7.3％ポイント高

いが、入浴後に浴室内の水滴を拭取っているのは

高齢者のいる世帯の方が 8.1％ポイント高い。押

し入れ等に除湿剤を置いているのは子どものい

る世帯の方が 10.5％ポイント高い。ダニ対策につ

いては、定期的な寝具の洗濯・乾燥が子どものい

る世帯の50.9％、高齢者のいる世帯の42.0％で、

床や住宅の丁寧な掃除機掛けが子どものいる世

帯の 41.6％、高齢者のいる世帯の 34.7％で実行

されている。わからない・特に何もしていないと

いう回答は、子どものいる世帯で 21.7％、高齢者

のいる世帯で 31.7％である。 

同報告書の自由意見では、住宅の室内環境の困

りごととして、湿気・カビ・結露、害虫・動物、

臭気の他に、騒音、断熱・防寒、老朽化に関する

ものが挙がっている。老朽化については、防音、

防寒、結露、水などへの影響に対する困りごとや

懸念が示されている。 

 

D．考察 

１）スマートシティにおける健康住宅の取り組み

に関する調査 

 日本のスマートシティの現状を見ると、健康・

医療を課題に掲げているプロジェクトでも、町

の整備による健康増進や医療へのアクセスの向

上、健康情報の提供などが主流であり、住宅そ

のものを対象とした取り組みはほとんど見られ



- 90 - 

ない。ただし、埼玉県下の 2 つのプロジェクト

では、温熱環境や緑陰効果・自然風を考慮した

住宅の整備が進められている。スマートシティ

さいたまモデルが適用する HEAT20 G2 の基準

は、国が定める平成 28 年省エネ基準や、ZEH

基準と比べて、高い断熱基準となっている。例

えば、地域区分 6 で比較すると、平成 28 年省エ

ネ基準の Ua 値（外皮平均熱貫流率、外部に逃

げていく熱エネルギーの割合を示す）は 0.87，

ZEH 基準の Ua 値は 0.60 であるのに対し、

HEAT20 G2 の Ua 値は 0.46 である 4）。この値

は、アメリカ、イギリス、スウェーデンなどの最

低基準にほぼ匹敵する。これらのモデル事業を

通して、住宅の性能（特に断熱性能）と健康に関

するエビデンスが蓄積されることを期待したい。 

スマートシティと似た概念として「エコディ

ストリクト」がある。これは持続可能なまちづ

くりを意図して 2008 年に米国ポートランド市

で開発されたものである。「エコディストリクト」

はスマートシティとは異なり明確な認証制度が

ある。認証プロトコルの中心となる 6 つの優先

項目の中には「健康＋幸福」「場所」があり、20

の目標カテゴリーの中には「住宅」が挙げられ

ている 5）。具体的には「住宅が良質で低価格で

ある」「多様な住宅ニーズに対応できる住宅があ

る」「生活必需品がそろう施設が住宅の近くにあ

る」などである。住宅の性能自体に関する指標

は設定されていないが、住宅の価格や質（劣化

していないこと）及び住宅の立地を条件にして

いる点はユニークである。認証制度の導入によ

り街区・地区単位で健康増進を行うこの仕組み

は、健康住宅の普及・啓発の手法を検討するう

えで参考になる。 

 

２）COVID-19 に対する KAP 調査に関する調査 

 KAP 調査の結果は実施された地域や対象者に

よって結果が異なるが、全般的には、COVID-19 に

ついておおむね良好な知識、前向きな態度を示し

ていることが明らかになった。この背景には、

COVID-19 が社会的に高い関心を集め、国内外を

通じて行政機関や民間機関等が各種メディアを通

してCOVID-19に関する情報や行動の指針等が高

頻度かつ大量に提供されたことがあるだろう。た

だし、情報の中にはデマや根拠の薄いものがあり、

誤信や誤解を生んでいる状況も見られる。また、

多くの情報が提供されていても、情報にアクセス

しにくい人や関心の薄い人もいることから、これ

らの人々に対する情報提供や啓発の在り方を検討

する必要があるだろう。知識・態度の向上のため

には、正確でわかりやすい情報の提供が重要であ

り、特にソーシャルメディアにおいては提供され

る情報の質の吟味・チェックが必要である。また、

情報にアクセスしにくい人々に対してはアウトリ

ーチ型の情報提供を展開していくことが望まれる。 

行動については、知識や態度と相関があるもの

の、知識や態度よりもスコアが低いという結果も

あり、所得、性別、年齢、学歴、婚姻歴、職業等の

影響が示唆されている。このことから、行動のス

コアが低い可能性のある属性の対象者（たとえば

低所得者や低学歴の者など）に対しては行動変容

を促す積極的な働きかけが必要であると思われる。 

 日本国内の民間機関の調査注２）では、コロナ禍で

自宅の衛生環境への意識が変わった人は 81％で

あり、トイレやリビング等の掃除の頻度が上がっ

たり（45.0％）、普段掃除をしない玄関や洗面所の

掃除をするようになった（32.2％）と回答している

6）。COVID-19 の流行は人々の衛生環境に対する

知識や態度、行動を変容させる契機となっており、

このような機会を捉えて居住リテラシーの向上を

図ることは有効であると言えよう。 

 

３）東京都「健康・快適居住環境に関するアンケ

ート調査報告書」の調査結果の再分析 

 東京都の調査結果は、住まいに関する困りご

とを抱えている世帯が少なくないことを示唆し

ている。 

中でも、子どものいる世帯の方が住まいに関

する困りごとの回答割合が高かったが、子ども

のいる世帯の方が築年数が新しい住宅に住んで

いることから注 3）、困りごとは必ずしも住宅の性

能によるものではなく、気づきや関心の高さな

どが影響しているとも考えられる。つまり、高
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齢者のいる世帯の方が、実際に住まいに問題が

あってもそれを意識していない可能性がある。

一方、子どものいる世帯は、子どものアレルギ

ーに対する懸念などから、住まいの問題や住ま

い方についてより敏感になっており、それが知

識や態度、行動として表れていると考えられる。 

 住まい方については、カビや湿気の防止対策、

ダニ対策などを実行している世帯がある一方、

特に何もしていない世帯も少なくない。24 時間

換気が設置されていても常時運転していない世

帯が 4 割以上あるのは問題である。 

 東京都のアンケート調査では、健康に関する

質問項目としてアレルギーやシックハウス症状

が取り上げられているが、温熱環境に関連する

循環器に関する症状（高血圧等）は取り上げら

れていない。住宅内では入浴事故や熱中症の発

生も多いことから注 4）、これらの事故や症状を予

防するためにも、温熱環境に関する知識や住ま

い方について現状を把握し適切な情報の提供・

啓発を行う必要がある。 

 

E．結論 

 健康課題についてまちづくりとして取り組んで

いるスマートシティプロジェクトの動向を調べた

が、プロジェクトの中で住宅を対象とした取り組

みはわずかに 2 プロジェクトしかなかったが、国

際基準に匹敵する高い断熱性能を備えたモデル住

宅が取り入れられていた。 

 COVID-19 に関する KAP 調査からは、知識・態

度については良好であるが行動についてはやや劣

ることが明らかになった。COVID-19 に関する情

報がメディア等を通じて多数発信されているため、

知識・態度が向上している可能性が高く、適切な

機会に適切な手法で正しい情報提供・啓発を行う

ことの重要性が示唆された。 

 東京都のアンケート調査の再分析からは、住ま

いに関する困りごとを抱えている世帯は少なくな

いことや、住まいの課題に対し予防のための行動

を行っている世帯があることが分かった。このよ

うな正しい行動をとる世帯の割合を今後増やして

いくこと、すなわち居住リテラシーの向上を図る

ことが必要であることが改めて確認された。 

 

＜注釈＞ 

注 1）都内（島しょ地区を除く）に居住する 2000

人（世帯）を対象に 2016 年 10 月に実施され

た。有効回答件数は 875 件、回答率は 43.8％。 

注 2）株式会社リンレイが、コロナ自粛期間中に自

宅で床にワックス掛けをした 20～80 代の男

女 500 人を対象に 2020 年 11 月に実施した

インターネット調査。 

注 3）東京都の同アンケート調査報告書では、子ど

ものいる世帯の 51.8％は平成 16 年以降に建

築された住宅に住んでいる。一方、高齢者の

いる世帯では、28.6％が昭和 50 年以前に建

築された住宅に住んでおり、平成 7 年以前ま

での累計は 71.1％に上る。 

注 4）2020 年人口動態統計によると、2020 年の家

庭における不慮の溺死・溺水死は 5451 人、

熱中症による死亡者は 1528 人である。その

うち、65 歳以上の高齢者の割合はそれぞれ

93.2％、86.1％である。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 

１．特許取得 

  なし 

 

２．実用新案登録 

  なし 

 

３．その他 

  なし 
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表 1 健康・医療を課題とするスマートシティプロジェクト 

 

都道府県
市町村

（エリア） プロジェクト名称 プロジェクト概要（スマートシティ官⺠連携プラットフォームからの引⽤） 健康・医療に関するプロジェクト内容の詳細（各プロジェクトのHP等を参考に整理した）

1 北海道 札幌市 スマートウェルネスシティ協議会

・健幸ポイントとの連携
・スマートプランニングの実践
・歩きたくなる都市空間の整備
・健康データクラウドの構築と健康アドバイスの実践
・⼀般社団法⼈の設⽴によるデータプラットフォームの持続的運営

・札幌地域にて、ユーザーの趣味趣向に合わせた観光地を提⽰し、最適な旅程・移動交通⼿
段を提案する観光型 MaaS「札 Navi」

2 北海道 札幌市 札幌市データ活⽤プラット
フォーム構築事業

<観光分野>
・⼈流データと商業施設の購買情報のクロス分析により、国籍別/商品別プロモーションを実施
・デジタルサイネージやwebページ等で運休情報を含む交通情報を表⽰
<交通分野>
・道路状況や⾛⾏状況のデータを基に、重点的な除排雪を実施
・市⺠からの路⾯情報の提供を基に、転倒リスク軽減のための情報発信や滑り⽌め材の散布促進
<健康分野>
・匿名加⼯されたデータを収集分析し、利⽤者個々⼈に応じた健康増進等に係る情報を提供

・プラットフォームに集積したデータを活⽤するウェブサイト「札幌市 ICT 活⽤プラットフォーム DATA-SMART
CITY SAPPORO」を 1 ⽉ 31 ⽇に開設し、企業や⼤学などがオープンデータを活⽤しやすい環境を整備
・過去の災害記録や将来推計⼈⼝など札幌市が保有するデータや、⺠間企業から収集したデータを分野別に
簡単に⾒つけて利⽤できる「データカタログ」と、各種データを活⽤・分析し、⼈⼝動態や交通機関運⾏状況、イ
ベント情報等を地図やグラフで分かりやすく表⽰する「ダッシュボード」などで構成

3 北海道 旭川市
ドローン・IoT等の未来技術を
活⽤した⾮対⾯医療サービス
の構築

・オンライン診療体制整備事業
・⾮対⾯型物流構築事業

・パーソナルヘルスレコードの収集
・事業所や⾃宅におけるオンライン診療体制の整備

4 北海道 ⼗勝地域（帯
COVID-19から地域交通再
⽣を⽬指した「北海道型
MaaS展開事業」

・交通サービスチケット等のデジタル化
・⽬的地と連携した商品の造成
・安全・安⼼に資する新サービス
・交通運賃⽀援の新たなビジネスモデル

新型コロナウイルス感染症対策と公共交通利⽤の両⽴に向けて、「ヒト」「モノ」「サービス」と移動との⼀体的・効
率的な仕組みを構築するとともに、公共交通利⽤の促進、地域における新規ビジネスの創造を後押ししていくこ
とで、将来における地域交通の維持・確保を⽬指す。

5 北海道 芽室町
「みんなのコミタク」　共⽣・⽀
援型　芽室MaaS事業

・乗合型オンデマンド交通の運⾏及び、その予約・決済機能の提供
・サブスクリプション型の運賃形態でのサービス提供
・ドライバーと商業施設との連携による、買い物代⾏と復路⾞両へ荷物の混載による買物⽀援サービスの提供
・交通及び買物を便利にするキャッシュレスサービスの提供
・病院等特定⽬的地における予約代⾏システムの開発と提供

⾼齢化が進む農業地域居住者の市街地への移動と買物を⽀援する為、新たなサブスクリプション型乗合デマン
ドタクシーを導⼊するとともに、商業従事者との連携を図る。

6 宮城県 仙台市
福祉・交通事業者の相互補
完によるMaaSモデル実現に向
けた実証事業

・現状各施設が⾞両を所有し実施している福祉送迎を域内で合理化すると共に、送迎⾞両を活⽤したオンデマ
ンド相乗りによる移動⽀援を併せて⾏い、⾞両稼働率向上・⾞両数削減効果及び事業性の向上効果の検証
を⾏う。

7 宮城県 仙台市泉区 仙台市泉区における先進取組
協議会

・効率的で効果的なモビリティ施策
・住⺠による⾃⽴したタウンマネジメント
・地域に根差した魅⼒あるまちづくり

・泉パークタウン（約１万世帯の郊外居住地域）は、「既存街区」での個別技術実証、並びに「新規街区」で
の技術パッケージ運⽤実証「コミュニティ都市OS及び利⽤サービス」を連携発展できる。住⺠のくらしに基づく設
計が「実⽤性の⾼いコミュニティ都市OS」を実現し、「住⺠主体のタウンマネジメント」が持続的な運⽤を可能に
する。さらに「産・官・⺠連携」体制の相互補完的なアーキテクチャを通じ、全国の郊外居住地域が抱える課題
解決の⽷⼝を⽰す、
「郊外居住地域型スマートシティモデル」を実現する。
・住⺠主体のタウンマネジメント法⼈により、くらしが中⼼の持続的なスマートライフ構築を⽬指す。ゼロ・エネル
ギータウン（太陽光発電システム家庭内蓄電池）など。

8 福島県 会津若松市 シティズンセントリック型スマート
シティ事業

・市⺠参加を促進するデジタルコミュニケーションプラットフォームの推進
・データ活⽤を促進するための標準API、開発者ポータルの整備
・アナリティクス⼈材育成
・ICT・データを活⽤した各事業の推進

地域と市⺠とのワンストップ機能を担うデジタルコミュニケーションプラットフォーム2.0に向け
たバージョンアップを図り、本プラットフォームを通じたデータやサービスの連携の標準化、
データ分析⼈材育成や市⺠コミュニケーションの醸成を実施する。

9 福島県 南相⾺市

ロボットのまち南相⾺の復興に
寄与するロボットを社会連携イ
ンフラとするまちづくり
　 〜⽇本式ロボット化⽣活･
⽣産の⾼度化をめざして〜
（ふくしまロボットシティ推進協
議会（仮称））

・市⺠を対象に、ヘルスケアロボットや配送ロボット等の活⽤による、⽣活の質向上を⽬指した“くらしづくり”活動
を実施
・地元ものづくり事業者を主な対象に、産業⽤ロボットの導⼊を基軸とする⾃動化、ディジタル化、⾼付加価値
化をめざした“ものづくり”活動を実施
・上記のプロジェクトで得られた各々のデータを“ロボットデータ連携プラットフォーム”で連携することで、それぞれの
活動の相互連携が取れ、より市⺠等がロボット技術の恩恵を受けられるとともに、事業者の事業活動の活性化
に貢献
・域外への横展開を⽬指す

• “ﾛﾎﾞｯﾄのまち南相⾺”を念頭に、ﾛﾎﾞｯﾄを地域のくらしづくりとものづくり(＝まちづくり）の社会連携ｲﾝﾌﾗとす
る活動
• その情報基盤である“ﾛﾎﾞｯﾄ連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ”により、ﾃﾞｰﾀの流れを可視化し、全体最適化を実現
• ﾛﾎﾞｯﾄ活⽤まちづくりと復興・発展の実現に貢献し、様々な先端ﾛﾎﾞｯﾄを活⽤したまちづくりへの成果還元の
道筋を提⽰

10 茨城県 つくば市 つくばスマートシティ協議会

・AIを活⽤した渋滞発⽣パターンの予測など交通流の最適化による渋滞等の事前予防
・公共交通機関の最適な運⾏モデル構築など公共交通の利⽤促進に向けた運⾏サービスの充実
・顔認証の実⽤化など公共交通の利便性向上による⾼齢者等の外出促進
・パーソナルモビリティの実装などラストワンマイル安⼼・安全な移動⼿段の提供

・つくば市は、⾼い⾃家⽤⾞依存や中⼼市街地と過疎化する周辺地域の⼆極化など、茨城県が抱える構造的
問題の多くを内包。
・交通流の適正化による交通渋滞の事前予防や、顔認証による公共交通の利便性の向上、環境や⽣体情報
をセンシングするパーソナルモビリティの実装などに取り組み、⾃動⾞依存度が⾼い地⽅都市において、安⼼・安
全・快適に移動ができるまちを実現し、モビリティを中⼼とした課題解決モデルを構築する。

11 茨城県 つくば市
顔認証やアプリを活⽤するキャ
ンパスMaaS及び医療MaaS
実証実験

・公共交通の新たな社会サービス（キャッシュレス、AI活⽤による⼈流予測、顔認証によるバス・医療・会計処
理）
・データプラットフォーム
・「つくばモデル」アプリ（スマートフォン向けアプリ）

モビリティイノベーションによる移動に顔認証とアプリを組み合わせ、統合的社会サービスの重点ユースケースとして
キャンパスMaaSや医療MaaS実装に向けたコンセプト検証ならびに実証実験を筑波⼤学を中⼼とする地域で
実施する。

12 栃⽊県 佐野市
栃⽊県佐野市スマートソサエ
ティ推進事業

・⽔位や⾬量、災害リスク情報等のオープンデータと、避難所での体温測定　および⼈数カウントのリアルタイム
データをデータ連携基盤を利⽤して統合したウェブ防災マップを　提供する事業。
・都市OSに接続するAR街歩きアプリを使⽤し「健康無関⼼層」に対してアプローチを⾏うことを狙いとする健康ポ
イント事業。
・都市OSからAPIで取得したデータと外部データを統合分析し、リアルタイムでチャートや地図上に可視化する
「ダッシュボードアプリ」をオープンソースを駆使して構築、上記事業のPDCAを効果的に効率的に管理・運営す
る基本機能の整備。

担当課が進めている「感染症対策下の防災対策事業」「⾃主防災組織育成事業」「健康マイレージ事業」と
連携して先端技術を活⽤したサービスを実際に市⺠に使⽤してもらう実証実験を通じて市⺠参加と理解を促
し、フィードバックを得ながら、複数分野間データ連携など基本機能を検証しながら都市OSとデータの整備を実
施する事業。

13 群⾺県 前橋市
社会実装に向けた前橋版Ｍ
ａａＳの実証

・スマートフォン向けMaaSアプリの構築及び実証
・オンデマンド交通

令和２年１⽉２７⽇から、前橋版ＭａａＳの実証実験を開始します。前橋市内の交通再編計画の有効化
を⽬的として、前橋版ＭａａＳ環境の試験的な運⽤を⾏うとともに、新たな移動⼿段を導⼊し、移動実態の
変化検証を⾏います。

14 群⾺県 前橋市 MaeMaaS（前橋版
MaaS）社会実装事業

・オープンデータを活⽤したリアルタイム経路検索の提供
・デマンド交通の予約を⼀元化
・デジタルフリーパスの販売
・マイナンバーカード認証基盤と連携し、市⺠認証による前橋市⺠割引の提供
・会員登録・利⽤⼿法のシステム改善による簡易化
・介護⾞両共通プラットフォームとの連携
・地域の観光施設や飲⾷店の検索機能の提供
・路線バスのデジタルフリーパス購⼊者への店舗等の特典の付与

令和3年10⽉1⽇から令和4年3⽉31⽇まで、令和3年度前橋版MaaS実証実験として『MaeMaaS』を実
施。

15 群⾺県 前橋市

前橋版MaaS 環境構築実証
実験
（交通ネットワークの有効化を
⽬的としたMaaS 環境の構
築）

・市内中⼼部にて定額制チケットを提供し、市内中⼼エリアの回遊性向上及び他産業への波及効果を検証
・市内郊外部にて郊外部から中⼼部へ複数交通モードの経路検索・予約・決済を⼀括して実施。また乗換割
引を実施することで中⼼部へのアクセス性を向上。利⽤者の⾏動変容を検証

実証事業を踏まえ、地域公共交通の利便性向上のため、交通再編や、交通モードの⼀括検索・予約・決済
サービス提供を実施する。マイナンバーカード認証基盤と連携し、利⽤者属性情報による割引等の運賃施策を
実施し、MaaS環境の構築による市⺠の公共交通に対する意識変容、社会受容性、実運⽤に向けた実現可
能性を検証する。

16 埼⽟県 さいたま市
共通プラットフォームさいたま版
の分野間・都市間連携促進
事業

・都市OSである「共通プラットフォームさいたま版」を通じた異なる分野データの連携（座りすぎ・バイタル・歩数・
速度・匿名医療データ・シェアモビリティ・⼈流など）、及び地域の声分析サービス活⽤による新たな⽣活⽀援
サービスの開発及び基盤整備
・埼⽟県横瀬町との都市間連携、共通プラットフォームさいたま版とICTプラットフォームである「Anastasia」との
連携
・スマートシティセキュリティガイドライン（第2.0版）に沿った適切なセキュリティ対策実施
・共通プラットフォームさいたま版の他⾃治体への横展開、共同利⽤促進

都市OSやノウハウを横瀬町や⼭梨県の⾃治体と共⽤し、それぞれが異分野のサービスを開発。複数サービスを
都市OSで集約し、統合型アプリを通じて複数分野でのサービス提供の加速化を図り、スマートシティ化への加
速・展開を図っていくことで、「都市間連携拡⼤-サービス数増⼤-統合アプリ付加価値向上-都市間連携拡⼤-
」のスパイライルアップを⽬指す。

17 埼⽟県 さいたま市
データ利活⽤型『スマートシティ
さいたまモデル』構築事業

・「まちのデータ」の収集・管理・活⽤を可能とする情報共通基盤を構築
・各種⽣活⽀援サービスをワンストップで提供することで、ライフスタイルやライフステージに応じた⽣活環境の実現
と社会コストの最適化

「スマートシティさいたまモデル」の実現に向け、本市美園地区を先導モデル地区として、様々な「まちのデータ」の
収集・管理・活⽤を可能とする情報共通基盤を構築し、各種⽣活⽀援サービスをワンストップで提供すること
で、ライフスタイルやライフステージに応じた⽣活環境の実現（⼦育て世帯のゆとりの時間の創出等）と社会コス
トの最適化を図る。また、サービス提供者が、事業規模を問わず本システムに参画できるオープンなシステムと
し、新たなビジネス・コラボレーションの創出、地域経済活性化を図る。

18 埼⽟県 さいたま市 さいたま市スマートシティ推進事
業

・予約システムの導⼊による公共交通等を利⽤しやすい交通システムの構築
・活動データとの連携による公共交通等の利⽤促進と健幸まちづくり等の推進
・⼤宮駅周辺再整備計画を効率的に実現する「スマート・プランニング」の実践と歩⾏回遊性の向上
・ストリートサイネージ等ICT技術を活⽤した防災まちづくり

⼤宮駅・さいたま新都⼼周辺地区を対象に、ICT×次世代モビリティ×複合サービスの提供や、サービスで取得
するビッグデータの活⽤により、交通結節点とまちが⼀体となった「スマート･ターミナル･シティ｣を⽬指す。

19 埼⽟県、千
葉県

さいたま市、
鴨川市

データ利活⽤型「スポーツ・働
き⽅」⽀援プラットフォームビジ
ネス構築事業

・複数の分野において、パーソナルデータ等を活⽤したサービス提供による収益化を⽬指す
・スポーツ分野では、オルカ鴨川FC（なでしこ２部）の選⼿をモニターとして、アプリの⼥性アスリートの3主徴予
防等体調管理機能の実⽤化に取り組む
・働き⽅の分野では、テレワーク（特に在宅勤務）に伴う運動不⾜やストレス等による健康被害の予防や⽣活
習慣病改善に向けた個⼈ごとの提案サービスや、遠隔診療ソリューションを利⽤した服薬指導や相談サービスな
どによる収益化を⽬指す

第3世代となる「共通プラットフォームさいたま版」と、利⽤者とのエントランスとなるアプリを開発し、複数の分野に
おいて、パーソナルデータ等を活⽤したサービス提供による収益化を⽬指す。スポーツ分野では、オルカ鴨川FC
（なでしこ２部）の選⼿をモニターとして、アプリの⼥性アスリートの3主徴予防等体調管理機能の実⽤化に取
り組む。

20 埼⽟県 さいたま市
流⾏予測AIを活⽤した「感染
症予報サービス」の社会実装
及びMaaS連携

・流⾏予測AIを活⽤した「感染症予報サービス」 流⾏予測AIを活⽤した「感染症予報サービス」
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表 1 （続き） 

 
 

都道府県
市町村

（エリア） プロジェクト名称 プロジェクト概要（スマートシティ官⺠連携プラットフォームからの引⽤） 健康・医療に関するプロジェクト内容の詳細（各プロジェクトのHP等を参考に整理した）

21 埼⽟県 熊⾕市 熊⾕スマートシティ推進協議会

・【モビリティ】⾃動運転バス隊列⾛⾏
・【暑さに対応したまち】スマートハウスﾊﾟｯｼﾌﾞﾃﾞｻﾞｲﾝ
・【産業創造】スマート農業（在宅⽔⽥管理）
・【ウェルネス】健康ビッグデータに基づくスポーツ健康まちづくり
・【安全・安⼼】AI ・ドローンを活⽤したインフラ管理の効率化

・暑さ対策を推進する熊⾕市において、AI・IoTなどのデジタル技術を活⽤した、暑さに負けない快適なまちづくり
と、ポストコロナ時代のライフスタイル提案を⾒据えたスマートシティの実現を⽬指す。地域の持続可能性の向上
を図るため、⾃動運転バス隊列⾛⾏、リモートファーミング、スポーツを⽣かした健康寿命の延伸、効率的なイン
フラ網の構築等から取組を始め、暑さと共存し安全・安⼼で快適かつ、持続可能なまちづくりを実践する。
・公募した事業化検討調査においては、「熊⾕型スマートハウス」の概念や仕様、普及にむけた検討、およびス
マートタウンの開発に適した候補地の選定に⾄るまで、事業化に向けた具体的な検討調査。

22 埼⽟県 秩⽗市
⼭間地域におけるスマートモビ
リティによる⽣活交通・物流融
合事業

・ドローン物流事業
・遠隔医療事業
・秩⽗版MaaS（貨客混載・EVカーシェアリング）事業

• ドローンを活⽤して⽇常の⽣活⽤品や医薬品の配送を⾏い、⾼齢者や買い物弱者への⽀援を⾏う。また、こ
の取り組みにより、災害時における交通インフラ⼨断の際の物資輸送のルートを確保する
• ⾼齢者が多い⼭間地域での医療を確保するため、IoTや５Gなどの未来技術を活⽤してオンライン診療を導
⼊し、地域内の医療機関との連携により、受診困難者への⽀援体制を構築する
• 既存の物流・交通網を⽣かしながら、地域住⺠の⽣活の⾜の維持と観光客を含めた交流⼈⼝の利便性の
向上に資する公共交通システムを⾃動運転（配送）の技術を織り交ぜて構築する

23 埼⽟県 ⼊間市

外出モチベーション 外出モチ
ベーション 向上による⾼齢者
向上による⾼齢者 向上による
⾼齢者 の健康寿命延伸仕組
みづくり

・オンデマンド交通を活⽤し外出や運動へのモチベーションを⾼め、⾼齢者、特にリハビリ患者の外出を促進し、
要介護・虚弱⾼齢者の増加を予防/抑制する社会システムの構築を⾃治体・医療機関・交通業者の協業によ
り⽬指す。

外出や運動へのモチベーションを⾼めることを最重要課題と定め、⽣活の中でのリハビリ（ながらリハ）システム
と、既存の乗り合い送迎サービスを組み合わせることで、⾼齢者の外出を創出し，要介護や虚弱⾼齢者の増
加を予防もしくは抑制する社会システムを構築することを⽬的とし、このシステムの実運⽤に向けた実現可能性
を検証する。

24 埼⽟県 三芳町
地域環境に根差したサステナブ
ルな⾼齢者⽀援システム

・利⽤者（⾼齢者及び避難対象者）へのタブレットの配布をおこない、平時におけるサービスの提供、発注が
できるインフラを整備
・災害時の情報発信、避難のためのタクシー呼び出しなどをおこなう

交通利便性の低さに対する地域住⺠の不満解消を⽬的とし、⾼齢者の家庭に配布するタブレットとタクシーの
配⾞システムの連携を⾏い、平時の医療や買い物等の移動・役務提供と、災害時の安⼼安全の確保が実現
可能なシステムの実証を⾏う。

25 千葉県 千葉市
慢性眼疾患の治療継続率向
上を⽬的とするMaaSを活⽤し
た患者サポートプログラム

 ・通院及び通院時の⽴ち寄りにおけるオンライン配⾞予約・送迎サービス、慢性眼疾患啓発情報の配信、地域
 協賛企業の情報配信

患者の通院負担を軽減し、治療継続率向上、⾃律的な地域⽣活への参画に繋がる、地域特化型移動サー
ビスの提供を⽬指し、今年度は視界の確保に課題が
あり、移動困難が想定される慢性眼疾患患者を対象に、情報配信及び配⾞予約・送迎を提供する。

26 千葉県 柏市 柏の葉スマートシティコンソーシ
アム

・AEMSの進化
・拠点施設間のアクセス
・公共空間の整備・管理
・健康⽀援
・都市OSにおけるユーザビリティの向上

○ ⼤学、病院等の施設が駅から２ｋｍ圏に分散⽴地しており、区画整理事業の進⾏に伴う⼟地利⽤の更な
る促進に向け、施設間のつながり強化、新産業の集積促進、環境負荷の低減、将来も健康に暮らせる居住環
境形成が課題。
○ 「エネルギー」、 「モビリティ」、「パブリックスペース」、「ウェルネス」をキーワードに、データプラットフォームと公・
⺠・学連携のまちづくり体制とを活かし、⾼密複合空間における環境負荷を抑えたスマートなコンパクトシティライ
フの具現化を図る。

27 千葉県 柏市
柏の葉スマートシティコンソーシ
アム

・AEMSの進化
・拠点施設間のアクセス
・公共空間の整備・管理
・健康⽀援
・都市OSにおけるユーザビリティの向上

同上

28 東京都 千代⽥区
⼤⼿町・丸の内・有楽町地区
スマートシティ推進コンソーシア
ム

・「災害ダッシュボード３．０」の実証実験
・清掃ロボットや警備ロボットの運⽤開始や運搬ロボットの実証実験
・パーソナルモビリティや移動⽀援ロボットの実証実験

本地区の「データ利活⽤型エリアマネジメントモデル」は、既成市街地においてエリアマネジメントに取り組む地域
に広く適⽤可能であり「全国エリアマネジメントネットワーク」等様々なルートを通じて、スマートシティの仕組み構
築のアプローチを全国に横展開。

29 東京都 江東区 豊洲スマートシティ連絡会

・ストレスフリーな交通・モビリティ
・キャッシュレス化等の推進
・AI防災のエリア展開
・スマートエネルギーシステムの構築
・データ活⽤によるブランディング
・データプラットフォーム

住⺠やワーカー、来街者など多様なステークホルダーが存在し、成⻑途上にある豊洲エリアにおいて、先進的技
術と都市OS活⽤により様々な分野でサービス・ソリューションを提供し、個々⼈のニーズ充⾜と満⾜度向上、ま
ちの課題を解決するとともに、多様な施設・個⼈が共存・共栄する「ミクストユース型未来都市」を実現する。

30 東京都 ⼤⽥区 ⽻⽥第1ゾーンスマートシティ推
進協議会

・スマートモビリティ（⾃動運転、パーソナルモビリティ）
・健康改善サービスの展開
・先端技術ロボットの展開
・スマートツーリズム（キャッシュレス、シェアサイクル）

空港跡地のグリーンフィールドである街全体を対象として、BIMを活⽤したデータの統合・可視化・分析が可能な
「空間情報データ連携基盤」を整備し、先端的技術の協調領域とすることで、実証的取組に適したテストベッド
を形成し、⼤⽥区の課題解決に資する取組みを展開し、早期のサービス実装を⽬指す。

31 神奈川県 横須賀市周辺
Universal MaaS〜誰もが移
動をあきらめない世界へ〜

・Universal MaaSのコンセプト（ユニバーサルデザイン×MaaS）に従い、移動躊躇層の課題を、解決し、新
たな移動需要を喚起

Universal MaaS とは、障がい者、⾼齢者や訪⽇外国⼈など、何らかの理由で移動にためらいのあるお客さま
が快適にストレスなく移動を楽しめる移動サービスです。公共交通機関の運賃、運航・運⾏状況、バリアフリー
乗り継ぎルートなどの情報をお客さまに提供するとともに、お客さまのリアルタイムな位置情報やお客さまが必要と
する介助の内容を交通事業者、⾃治体、⼤学が共有し連携することにより、シームレスな移動体験を実現しま
す。

32 東京都
⼭⼿線周
辺/横須賀
市

Universal MaaS〜誰もが移
動をあきらめない世界へ〜

・公共交通領域だけでなく、地域内の周遊や交通結節点の移動も含めたdoor to doorナビの提供
・⾃分に合ったルートを選択・保存し、旅程管理や介助⼿配状況の確認を可能とする情報・機能の提供
・介助を必要とする利⽤者が⽀援内容を事業者に依頼し、事業者が回答するコミュニケーション機能の提供
・バリアフリー/ユニバーサル関連の移動⼿段との連携
・バリアフリー/ユニバーサルデザインに関連した移動⽀援サービスとの連携
・バリアフリー関連アプリとのAPI連携（地図・ナビ機能）
・⾃律移動⽀援サービスや⽀援機能との連携

Universal MaaSのコンセプト（ユニバーサルデザイン×MaaS）に従い、移動躊躇層の課題を、お客さまと、
サービス提供者双⽅の観点から解決させ、新たな移動需要を喚起する。

33 新潟県 新潟市 新潟市スマートシティ協議会
・スマートシティの基盤をつくる「プラットフォームプロジェクト」
・連携、回遊性が向上する⽬的地を創出「都⼼の魅⼒創出プロジェクト」
・⽬的地まで最適な移動⼿段を提供「モビリティプロジェクト」

対象区域に「アドバイザーツール」と「統合媒体」からなる「地域ストック活性化ツール」を地域が主体で活⽤でき
るように実装し、地域ストックを活かしたアイディアが次々に具現化されるクリエイティブシティを⽬指す。

34 富⼭県 朝⽇町

マチ活性化と健康増進を⽬指
し、ポイントとＬＩＮＥを活⽤
した地域⽣活者向けMaaS
サービス実証実験

・公共交通（コミュニティバス・タクシー・地域住⺠主導の⾃家⽤有償旅客サービス）に関するサービス、商業・
健康づくり情報を提供
・地域で使えるポイント（きときとポイント）も貯まるMaaSプラットフォームをLINEを活⽤し構築

公共交通（コミュニティバス・タクシー・地域住⺠主導の⾃家⽤有償旅客サービス）に関するサービス、商業・健
康づくり情報を提供し、かつ、地域で使えるポイント（きときとポイント）も貯まるMaaSプラットフォームをLINEを
活⽤し構築。公共交通利⽤者だけでなく、マイカー利⽤者も使えるサービスにし、地域全体の移動総量を増や
し、マチ活性/健康増進に繋げる。

35 富⼭県 朝⽇町

⾃家⽤有償運送とBeacon
データを活⽤した、⾼齢者の外
出増進とマチ活性化に向けた
実証実験

・利⽤者の移動実態をBeaconで捉え、アプリを通じた商業や医療に関する各種情報配信による⾏動変容を
測定分析し、⾃家⽤有償運送の持続可能な仕組みを構築

令和2年12⽉まで独⾃に実施する⾃家⽤⾞への乗合実証実験を基盤とし、令和3年1⽉~2⽉の間、利⽤者
の移動実態をBeaconで捉え、アプリを通じた商業や医療に関する各種情報配信による⾏動変容を測定分析
し、⾃家⽤有償運送の持続可能な仕組みを構築していく。

36 ⽯川県 加賀市
加賀市スマートシティ推進官⺠
連携協議会

・ドローン管制システム⾼精度3Dマップ
・デジタル⾝分証アプリ
・アバター
・健診情報（PHR）アプリ
・混雑検知ソリューション

令和2年3⽉に策定したスマートシティ加賀構想を基に、市の課題と市⺠のお困りごとを解決していくとともに、⼈
間中⼼の未来社会の実現に向けて、先端技術を活⽤したイノベーション推進を図るため、重点的に推進すべき
政策を取りまとめます。

37 ⻑野県 伊那市 ICTライフサポート・チャンネル
構築事業

・ケーブルテレビをプラットフォームとする簡便で多⽤途リクエストシステムの構築により、将来にわたり地域で暮らし
続けることのできる環境の整備を図る

「ライフサポート・チャンネル」はケーブルテレビを使った新しいサービスで、専⽤のチューナー（セットトップボックス）
とインターネット環境を利⽤し、ケーブルテレビのリモコンを使⽤して受けられるサービスです。

38 岐⾩県 岐⾩市 スマートシティぎふ推進協議会

・クアオルト健康ウオーキング®実践環境整備による市⺠⽣活の質の向上
・⼤河ドラマを契機とした観光振興と交流促進
・郊外の⼤規模住宅団地の暮らしの確保
・⼤規模商業施設を核とした新技術による産業及び地域の活性化

「健幸都市ぎふ」を掲げ出かけて健康になるまちを⽬指して、交通と健康を軸とし、観光・オールドニュータウン等
の課題を含め、⼤型商業施設を実証フィールドとして新たな試みを⾏いながら、全体最適化を図っていく。

39 静岡県 浜松市天⻯ オンライン診療・服薬指導（薬
剤配送）

・往診患者を対象に移動診療⾞を⽤いてオンライン診療を実施
・診療所の医師やドラッグストアの薬剤師と連携してオンライン服薬指導を⾏い薬剤配送

中⼭間地域における⾼齢者の通院や医師不⾜などの課題解決のため、モビリティと医療分野を連携させた実証
実験などを⾏うことで、持続可能な地域医療サービスの環境整備を⽬指すもの

40 愛知県 愛知県
「産業⾸都あいち」が⽣み出す
近未来技術集積・社会実装プ
ロジェクト

・⾃動運転社会実装プロジェクト推進事業
・無⼈⾶⾏ロボット実証推進事業
・リハビリ⽀援・介護ロボット社会実装⽀援体制構築事業
・サービスロボット社会実装推進事業

地域の強みである圧倒的なモノづくり産業の集積を⽣かし、近未来技術の活⽤による、⾃動運転を始めとした
⾃動⾞産業の⾼度化に加え、健康⻑寿、サプライチェーンの次世代化など我が国をリードする先導的な取組を
⾏い「産業⾸都あいち」を実現

41 愛知県 豊橋市 近未来技術等を活⽤した「Ａ
Ｉケアシティ」形成事業

・要⽀援・要介護者やその家族へのケア
・市⺠主体のヘルスケア（健康づくり）、⼦どもたちの健やかな成⻑へのケア、⼦育て世帯へのケア

近未来技術等を活⽤し、個⼈の状況やライフステージに応じて最適なケアを⾏うことができる「ＡＩケアシティ」の
形成を図り、⾼齢化に伴う社会コストの抑制と住⺠が⾃⽴して⽣活し続けることができる社会を⽬指す。

42 愛知県 岡崎市
岡崎スマートコミュニティ推進協
議会

・カメラによる⼈流分析
・駐⾞場空き情報の⼀元化と提供
・電気⾃動⾞の充放電設備によるエネルギーマネジメント
・センシング技術等で取得する通⾏量分析に基づくモビリティの最適化と⾃動運転技術の実証
・UAVによるインフラ点検

• センシングデータを利活⽤した公⺠連携スマートプランニングで「楽しい・快適・安全なウォーカブルシティ」を構
築
• あらゆる世代、あらゆるシーンでスマート技術やデータ利活⽤の便利さを感じられる「⼈間中⼼のまち」を実現
• スマートシティ実現で魅⼒を可視化し、持続可能なまちの引⼒（誘客・⺠間投資・出店・居住意向）を増
幅

43 愛知県 春⽇井市 ⾼蔵寺スマートシティ推進検討
会

・新たなモビリティサービスの導⼊による移動⽀援
・拠点からの各施設へのシームレスな移動
・バス専⽤レーンの整備
・交通社会ダイナミックマップの活⽤

成熟した資産を活かしつつ、新たなモビリティサービスの導⼊などにより、新たな若い世代への居住促進と全ての
住⺠への安らぎを提供し続けることで、持続可能で暮らしやすいまちの実現を⽬指す。

44 三重県 四⽇市市
AI・IoTを活⽤し、働き⽅改⾰
と新たなビジネスの創出を実現
するスマート産業都市

・産学官連携によるバイタルセンサー等導⼊促進

⽇本有数の産業都市としての強みを⽣かし、企業と⾏政の協働でAI・IoTを活⽤した「働き⽅改⾰」に取り組む
とともに、ものづくりの最前線へのIoTデバイス導⼊を拡⼤し、得られる多種多様なビッグデータを活⽤して新たな
ビジネス創出につなげる。
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表 1 （続き） 

 

注）下線は特に健康・医療に関係が深い内容を示す。 

  

都道府県
市町村

（エリア） プロジェクト名称 プロジェクト概要（スマートシティ官⺠連携プラットフォームからの引⽤） 健康・医療に関するプロジェクト内容の詳細（各プロジェクトのHP等を参考に整理した）

45 三重県

多気町、⼤
台町、明和
町、度会
町、⼤紀
町、紀北町

マルチタスク⾞両を活⽤したオン
デマンド医療MaaS実証実験

三重広域連携スーパーシティ構想に取り組む6町の地域では、⼈⼝減少、⾼齢化により、地域公共交通の多く
は町営や⾃治体の負担により運⾏されている。また、公共交通の利便性が悪く、⾼齢者の免許返納が困難な
地域である。
また、医療機関の数も少なく、医療機関までの移動⼿段も⾃家⽤⾞への依存が⼤きい地域である。さらに、⾼
齢化により、⾃治体が負担する保健や医療などの費⽤も⼤きく、財政を⼤きく圧迫している。こうした状況を解決
するため、⼤台町を含めた6町を対象に、マルチタスク⾞両を活⽤したオンデマンド医療MaaSの実証実験を実
施する。
実証実験では、保健指導、健康教室、受診勧奨、オンライン診療など、社会福祉、社会保険、保健衛⽣のあ
らゆる分野での活⽤可能性を検討し、6町連携を含めた事業性を検証する。

マルチタスク⾞両を活⽤し、オンライン診療、受診勧奨、保健指導等の社会福祉、社会保険、保健衛⽣のあら
ゆる分野での活⽤可能性を検討し、6町連携を含めた事業性を検証する。

46 滋賀県 ⼤津市
⼤津市中⼼市街地及び⽐叡
⼭周遊の活性化を⽬指した⼤
津市版MaaS実証実験

・住⺠向けMaaSの構築（健康をテーマに健康推進アプリ「BIWA-TEKU」等、地域事業者と連携したキャン
ペーンを造成）
・観光向けMaaSの構築（⽐叡⼭延暦寺や⻄教寺等の拝観券のアプリ上での販売など）

コロナ禍における市⺠⽣活および商業施設⽀援、地域観光振興を⾏うため、安⼼・安全で便利な移動を可能
とするMaaSサービスを住⺠・観光客に提供する。また、地域住⺠の健康増進と公共交通の利⽤促進に向け、
健康推進アプリ「BIWA-TEKU」と連携した「歩き＋公共交通」デジタルスタンプラリー“健康”ウォーク&ライドキャ
ンペーンを実施する。

47 京都府 京都府 スマートけいはんなプロジェクト
推進協議会

・施設間の多様な移動⼿段の確保
・統合プラットフォームの整備
・⾼齢者の⽣活⽀援
・コワーキング環境の整備

・多様な交通⼿段を確保し、その先にある⽬的（病院・買い物・観光周遊など）との⼀体性を⾼めることでサー
ビスの付加価値を向上し、地域の活性化を図る
・けいはんな学研都市にて多数の研究・実証実験を⾏っており、次々とＰＪに組み⼊れ地域の課題を解決

48 京都府 与謝野町 京都北部地域におけるMaaS
実証事業

・AIオンデマンド交通の導⼊、配⾞予約・決済システムの導⼊
・複合経路検索の提供
・鉄道利⽤でのQRコード決済を導⼊
・アプリ利⽤者に向けた、提携店舗で利⽤が可能なクーポンの機能の提供を通じた、店舗誘客施策の連携
・提携店舗利⽤者の移動データを通じた店舗営業施策との連携

・地⽅都市における⽣活交通の確保を⽬的として、地域のあらゆる移動ニーズの集積を⾏い、アプリ上で公共
交通とAIオンデマンド交通を複合した社会システム（MaaS)を創ることで、地域の移動総量を拡⼤し地域課題
の解決を図る。
・具体的には、⽣活エリア内を⾃由に移動できるサービスと、エリア外の主要な施設を結ぶAIオンデマンド交通
に、公共交通を組み合わせることで、マイカーと同等以上の魅⼒的な交通サービスを構築することで、マイカーが
無くても⾃由におでかけができるまちを⽬指す。

49 ⼤阪府 ⼤阪市 うめきた2期地区等スマートシ
ティ形成協議会

・都市内モビリティの実現（⾃動運転バスの導⼊）
・ICTを活⽤した先進的な維持管理の実施
・ICTや新技術を活⽤した環境・防災対策
・事業創出を促すヒューマンデータの利活⽤

ターミナル⽴地の広⼤な都市公園を有するうめきた2期地区や、国際集客拠点をめざす夢洲地区において、最
先端技術の導⼊・実証実験の実施を⾏いやすいグリーンフィールドとしての特性を活かし、豊富なデータの利活
⽤を実現するプラットフォームを整備し、“事業創出”・“市⺠のQOL向上”・“マネジメントの⾼度化”に資する施
策に官⺠の枠を超えて取り組む

50 ⼤阪府 豊能町
コンパクトスマートシティプラット
フォームの社会実装

・地⽅都市における急速な⼈⼝減少に伴う地⽅⾃治体をスマートシティサービスで持続可能な街にしたい。ただ
地⽅⾃治体において、どのようにスマートシティを作ってよいのか、IT⼈材の不⾜、予算の不⾜など、スマートシ
ティサービスを導⼊するのに多くの課題があります。
本事業は、「コンパクトスマートシティプラットフォーム（略称︓CSPF）」として、同じ課題をもつ⾃治体が簡単か
つスピーディーに現在30社60サービス以上からスマートシティサービスを導⼊できる環境の構築を⽬指します。
（CSPF︓都市OS、ID・個⼈情報管理サービス、地域スーパーアプリが⾃治体に無償で提供されるサービスで
す。）

「コンパクトスマートシティプラットフォーム（略称︓CSPF）」として、同じ課題をもつ⾃治体が簡単かつスピー
ディーに現在30社60サービス以上からスマートシティサービスを導⼊できる環境の構築を⽬指します。

51 ⼤阪府 豊能町
コンパクトスマートシティプラット
フォームの社会実装

・地⽅都市における急速な⼈⼝減少に伴う地⽅⾃治体をスマートシティサービスで持続可能な街にしたい。ただ
地⽅⾃治体において、どのようにスマートシティを作ってよいのか、IT⼈材の不⾜、予算の不⾜など、スマートシ
ティサービスを導⼊するのに多くの課題があります。
本事業は、「コンパクトスマートシティプラットフォーム（略称︓CSPF）」として、同じ課題をもつ⾃治体が簡単か
つスピーディーに現在30社60サービス以上からスマートシティサービスを導⼊できる環境の構築を⽬指します。
（CSPF︓都市OS、ID・個⼈情報管理サービス、地域スーパーアプリが⾃治体に無償で提供されるサービスで
す。）

同上

52 島根県 美郷町

映像告知やドローン等の未来
技術を活⽤した遠隔医療実装
による美郷町版医療福祉産業
イノベーションの実現

・遠隔医療事業
・ドローンを活⽤した新産業創出

• さまざまな⼈や企業・知識・技術や情報が集まる産業の振興
• 多様な住⺠が安⼼して暮らしていける社会基盤の成熟・⾼度化

53 広島県 広島県
AI/IoT等実証プラットフォーム
事業「ひろしまサンドボックス」

・つながる中⼩製造業でスマートものづくり
・島しょ部傾斜地農業に向けたAI/IoT導⼊

⾸都圏のＩＴ企業や⾰新的な技術を持つベンチャー企業等と、県内のものづくりをはじめとする企業や⼤学等
が共創による課題解決に取り組む、オープンな実証の場「ひろしまサンドボックス」を構築することで、多様な企業
や⼈材を広島県内に集積させる

54 広島県 福⼭市
先端技術を活⽤した地域課題
解決実証事業〜「まるごと実
験都市ふくやま」の推進〜

・⾼齢化地域でのオンデマンドモビリティの実装
・市内イベント会場などでのキャッシュレス決済試⾏
・JR福⼭駅周辺での⼈流解析、情報のレコメンド発信

先端技術を活⽤した地域課題解決を協議する「先端技術によるまちづくり官⺠協議会」と、企業などの独⾃の
技術やアイデアを活⽤した実証実験を市が⽀援する「実証実験まるごとサポート事業」とを両輪とし、新たな価値
の創造による好循環を⽣み出し、未来をリードする都市を実現.

55 広島県 庄原市 庄原地区 先進過疎地対応型
MaaS検討・実証プロジェクト

・公共交通空⽩地での⽣活・観光交通両⽴型デマンド交通の運⾏実験
・観光地内回遊GSM導⼊実験
・⽣活交通利⽤者向け医療・買い物サービス予約実証実験
・アプリ・Web⼀元化対応による機能・受容可能性実験

過疎先進地である庄原市で、①公共交通空⽩地での⽣活・観光交通両⽴型デマンド交通の運⾏実験 ②観
光地内回遊GSM導⼊実験 ③⽣活交通利⽤者向け医療・買い物サービス予約実証実験 ④アプリ・Web⼀
元化対応による機能・受容可能性実験を⾏う。

56 ⼭⼝県 宇部市
レジリエントで持続可能な社会
を創る「スマートシティ宇部プロ
ジェクト」

・防災意識を⾼めるスマート防災の推進
・アート×５Gデジタルコンテンツの作成・展⽰
・AI活⽤型個⼈向けヘルスケアサービスの提供
・⾞海⽼養殖技術のスマート化とブランド⼒向上
・中⼼市街地でのAIオンデマンド公共交通の実装

withコロナ時代における経済と安全の両⽴した持続可能なスマートシティの
実現に向けて、未来技術を積極的に活⽤・導⼊することにより、地域経済にイ
ノベーションを起こし、新産業や新たな雇⽤の「創出」へとつなげ、その先には新
たな事業が連続して産まれる、スタートアップ・エコシステムの形成も⽬指す

57 徳島県 美波町 美波町スマートシティコンソーシ
アム

・LPWAメッシュ網により、災害初期の通信遮断時にも動作する“⽌まらない通信網”を美波町全町に敷設
・健康マイレージ制度により避難⼒を向上

⾃律分散型IoTデバイスで構成されるLPWAメッシュ網により、災害初期の通信遮断時にも動作する“⽌まらな
い通信網”を美波町全町に敷設する。住⺠の避難⼒(⾃助⼒)向上のため同インフラを活⽤した、歩数をポイン
トに換算する健康マイレージ制度を導⼊する。

58 ⾹川県 三豊市 介護福祉施設の共同送迎
・市内の各通所介護施設が単独で⾏ってきた送迎業務を三豊市社会福祉協議会が集約し、AI活⽤型共同
送迎モデルにより地域⼀体で⾏うことで効率化を図るとともに、⾮送迎時間を活⽤し利⽤者への⾷事配達を実
施し、通所介護施設からの収益獲得可能性及び共同送迎サービスの事業性向上可能性の検証を⾏う。

施設それぞれが単独で⾏っている送迎業務を社協が集約し、AI活⽤型共同送迎モデルにより地域⼀体で⾏う
ことで、効率化を図り、施設利⽤者の移動の負担を軽減する。また、⾞両空き時間を活⽤して買物送迎等をサ
ポートする。

59 福岡県 福岡市 福岡地域戦略推進協議会
・九州⼤学箱崎キャンパス跡地のまちづくり
・最先端技術を活かした移動、共有、健康サービスについて検討

福岡地域戦略推進協議会（Fukuoka D.C.)とは、福岡の新しい将来像を描き、地域の国際競争⼒を強化
するために成⻑戦略の策定から推進までを⼀貫して⾏う、産学官⺠⼀体のシンク＆ドゥタンクです。福岡都市圏
を核として、九州、さらには隣接するアジア地域との連携を図り、事業性のあるプロジェクトを推進していきます。

60 福岡県 飯塚市 飯塚市「スマート・ウェルネス・
シティサービス展開事業」

・健幸ポイントサービス
・健幸型「MaaS」の開発と導⼊
・ビッグデータによる「まちづくり意思決定⽀援サービス」の開発と導⼊
・公的不動産（PRE）活⽤による「健幸づくりステーション」整備モデルの開発と実践

本市の健幸都市将来像「すべての⼈が健康で いきいきと 笑顔で暮らせるまち」の実現をめざし、“健幸ポイント
サービス」”、“健幸型「MaaS」の開発と導⼊”、“ビッグデータによる「まちづくり意思決定⽀援サービス」の開発と
導⼊”、“公的不動産（PRE）活⽤による「健幸づくりステーション」整備モデルの開発と実践”を⽬指す。

61 ⻑崎県 五島市
省電⼒×遠隔技術×クリーンエ
ネルギーで実現する五島スマー
トアイランド

・アバターロボットやタブレット端末を活⽤したオンライン診療、ドローンによる検体輸送の体制を2次離島間で構
築・実証実験を実施
・市営住宅の⽔道メーターをIoT化し、島⺠⾒守りサービス等に活⽤
・EMS設備を使⽤した等内のエネルギー需要の「⾒える化」を図り、AI等を活⽤することで最適な需給調整につ
いて実証する

● アバター等を活⽤したオンライン診療の体制およびドローンによる検体輸送の体制
を福江島と嵯峨島（⼆次離島）間で構築をし、その有効性等を実証する。
● EMS設備を使⽤した島内のエネルギー需要の「⾒える化」を図る。平時・⾮常時の
電⼒需要に対して、 AI等を活⽤し、最適な供給量の調整を実証する。

62 熊本県 荒尾市
あらおスマートシティ推進協議
会

・個⼈情報等データ利活⽤の仕組み「パーソナルデータエコシステム」の導⼊
・センシング技術の活⽤による健康・医療データの⾃動計測と分析結果の送信
・再⽣可能エネルギーの域内活⽤
・⾃治体MaaSの構築

さりげないセンシングと⽇常⼈間ドック、再⽣可能エネルギーの活⽤と蓄電池・EVの連携制御によるエネルギー
の地産地消、オンデマンド相乗りタクシーなどの⾃治体MaaS、パーソナルデータを集中管理ではなく個⼈管理
で安⼼安全に利活⽤できるパーソナルデータエコシステムによる横串連携など、多様な先進技術の連携により、
住⺠が最先端のウェルビーイング（⼼⾝ともに健康で幸せな状態）を享受できる快適未来都市にする。また南
新地地区をリビングラボと位置付け、ニューノーマル時代の新サービス創出拠点を⽬指す。

63 宮崎県 延岡市
市⺠⼀⼈ひとりが主役の時代
をつくる延岡市のスマートシティ
推進事業

・知⼒・体⼒・⼈間⼒を育む「世界⼀の⼦育て・教育のまち延岡」事業
・⾏動パターン分析による交通網を最適化事業（マイカー卒業社会の実現）及び「逃げ遅れゼロ」の避難対
策構築事業
・⾏動変容・⾏動誘発に寄与する地域ポイント活⽤サービス事業

⼦どもから⼤⼈まで⼀⼈ひとりの個性や能⼒を⼤切にしながら「製造業のまちならではの学び」を推進し、市⺠の
「⾃地域肯定感」 を育む安⼼ ・ 安全で、かつ利便性の⾼い社会をつくり、我が国のお家芸である製造業を中
⼼に、市⺠が主役のまちを⽬指す。
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表 3 KAP 調査に関する文献の概要（表番号は表 2 と同じ） 

 

論⽂の概要

1 エチオピアの⼀般⼈を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。11論⽂、合計3818⼈の参加者からの推計は、知識、態度、⾏動について、それぞれ
61.78%、72.39%、52.83%。

2
世界の⼀般⼈を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。45か国、84論⽂、215731⼈の参加者からの推計は、知識、態度、⾏動について、それぞれ
75％、74％、70％。低所得国、男性、30歳以下、教育年数12年以下では、⾏動スコアが最も低い。アフリカとヨーロッパ・オセアニアでは、⾏動スコアが60％以下。知識と⾏
動，態度と⾏動の間に正の有意な相関がみられた。

3
エチオピアの医療従事者を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。知識は11論⽂、参加者3843⼈、態度は8論⽂、参加者2842⼈、⾏動は10論⽂、参
加者3435⼈を⽤いて推計。知識は79.4%、態度は73.7%、⾏動は40.3%。

4
⼀般住⺠と医療従事者を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。21論⽂の研究から、知識は40％から99.5％の範囲に、態度は70％から97.1％の範囲
にあった。COVID-19がメンタルヘルスに与える影響では、不安だけが24.6％〜96.3％と報告されていた。COVID-19の対策に向けた⾏動は多様であった。COVID-19に関する知
識、態度、⾏動の低さについては、教育レベル、職業、収⼊、性別、年齢、居住地、仕事経験、宗教、メディアの有無、配偶者の有無、⼈種など関連するいくつかの要因があっ

5
医療従事者を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。28論⽂、16427⼈からの推計は、知識72.2％、態度70.9％、⾏動78.8％。KAPを改善するために
最も有効な⽅策はCOVID-19に関する定期的なトレーニングプログラムの提供であり、COVID-19に関する最も重要な情報源はソーシャルネットワークであった。

6 ⻭科医師を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。6論⽂のメタ解析から、COVID-19流⾏時の⻭科医師の遠隔⻭科診療に対する意識は70.4%、態度
は72.5%と⾼いが、知識レベルは57.9%、⾏動レベルは35.8%であった。

7
医療従事者を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。20論⽂、12072⼈からの推計の中央値は、知識、態度、⾏動について、それぞれ75.8％、
74.6％、79.8％。年齢、性別、教育レベル、経験、感染予防トレーニング、情報源が、知識と関連。⾼齢、⾼い教育⽔準、慢性疾患がないこと、知識と⾏動が豊富であることが、
態度と有意に関連。職種、経験、年齢、教育レベル、防護具の使⽤、性別が、⾏動と有意に関連。

8
アメリカの⼀般⼈、医療従事者、慢性疾患患者を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。13論⽂から、⼀般市⺠は主にソーシャルメディアを通じて
COVID-19に関する情報を得ており、オンライン上で流布しているデマによるいくつかの誤解が確認された。多くのアメリカ⼈はCOVID-19のリスクを認識していない、あるいは
知識が乏しい。

9 エチオピアにおけるCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。13論⽂の解析から、知識，態度、⾏動はそれぞれ、70.25％、69.08％、41.62％であった。

10
⻭科医師をはじめとする⼝腔保健医療従事者の呼吸器系伝染性アウトブレイクに関するKAP調査のシステマティックレビュー。11論⽂の解析から、 ⻭科医師・⼝腔衛⽣⼠の85.5%
がウイルス感染様式について⾼い認識を持っていた。⼝腔保健師の80.7%がウイルス感染様式に関する知識を持ち、⻭科医師の79.9%がウイルス感染様式に対して肯定的な態度を
⽰した。

11
医療従事者による感染予防ガイドラインの遵守を⽬的としたシステマティックレビュー。マスクやフェイスシールド、⼿袋、ガウンなどの防護具（PPE)の実装の向上を意図して
いる。36の関連研究から20論⽂を解析。10論⽂はアジア、4論⽂はアフリカ、4論⽂は北中⽶、2論⽂がオーストラリアの研究であった。SARS、H1N1、MERS、TBと季節性インフ
ルエンザを含む。ガイドラインに従う能⼒や意思に影響を与えるいくつかの要因や、⽤具の使いにくさなどが指摘された。

12
医療従事者を対象にした感染症対策（TB、MRSA、MERS-COV、COVID-19、Ebolaを含む）に関する知識調査のシステマティックレビュー。30論⽂のレビューから、医療従事者
の感染症予防対策に関する知識レベルは、標準予防策、⼿指衛⽣、尿道カテーテルに関するケアに関して良好。特定の疾患に対する感染症予防対策についても、許容できるレベ
ル。しかし、職業性予防接種、感染症の伝播様式、注射針や鋭利な刃物による感染リスクに関する知識にはギャップが認められた。

13
⼀般⼈を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。26論⽂、67143⼈の参加者の分析から、
知識、肯定的態度、不安，予防⾏動は、それぞれ0.87、0.85、0.71、0.77であった。アフリカでは他の地域よりもソーシャル・ディスタンシングの実践が少ないことが⽰された。
COVID-19の予防に関する知識はアジアで⾼いことが報告された。さらに発展途上国の⼈々は、COVID-19の流⾏に対する不安感が⾼かった。

14
⼀般⼈を対象にしたCOVID-19に関するKAP調査のシステマティックレビュー。48論⽂、76848⼈の参加者が対象。参加者の56.53％が⼥性で平均年齢は33.7歳であった。85.42％が
良質、12.50％が普通、残り2.08％が低質と判定された。約87.5％がKAPモデルの3つの構成要素すべてを調査していた。知識は、89.5％が良好、10.5％が不良。態度は、100％が肯
定的な態度を報告。⾏動は、93.2%が満⾜できる内容で、6.8%が悪かった。メタアナリシスの結果、COVID-19に関するKAP要素の総合得点は、それぞれ78.9点、79.8点、74.1点で

15 パンデミック緊急事態下の集団におけるKAP調査のシステマティックレビュー。13件、26099⼈が対象で医療従事者、⼤学⽣、臨床患者、⼀般⼈の各コホートに分類されている。
健康に関する知識は、パンデミック状況における⾏動や態度に対して重要な影響を持つことが明らかになった。

16
COVID-19の社会的・⽂化的影響に焦点を当てたシステマティックレビュー。2003年のSARS発⽣を発端とする12の量的研究と8つの質的研究を統合し、ガバナンス、危機コミュニ
ケーションと⼀般知識、スティグマと差別、予防措置の社会的遵守、医療従事者の社会経験という5つのトピック領域で整理し、COVID-19が社会に及ぼす影響を抑制する可能性
があることを実証した。

17
⻭科矯正学と⼩児⻭科学の分野に適⽤されるe-learningの有効性と教師・学⽣の受容性を評価するためのシステマティックレビュー。32論⽂のうちe-ラーニングの有効性を調査し
た論⽂は19件で、e-ラーニングと従来の⼿法の間に受容性の差はなかった。25件の論⽂で学習者の満⾜度アンケートが実施され、いずれもeラーニングに対して肯定的な態度で
あった。

18
エチオピアにおけるCOVID-19ワクチンの受容とその関連要因に焦点を当てたシステマティックレビュー。6373⼈の参加者を含む合計14論⽂の解析から、COVID-19ワクチン受容
の割合は56.02％であった。ワクチン受容の可能性は、慢性疾患の既往がある参加者で⾼く、また、良い知識、前向きな態度、良好な予防⾏動、COVID-19の深刻さに対する⾼い認
識がある⽅が⾼かった。

19
COVID-19の感染が疑われる、あるいは感染した患者に対して医療従事者がケアを提供する際に必要な個⼈防護具の使⽤に関する知識についてのシステマティックレビュー。23論
⽂の解析から、標準予防策、接触・⾶沫・エアロゾルに関する勧告に従った器具の使⽤が感染防⽌に不可⽋な対策であることを明らかにした。

20
⼼不全患者に対する mHealth 配信型教育の潜在的な有益性・有害性に焦点を当てたシステマティックレビュー。5つの論⽂、合計971⼈が対象。参加者の平均年齢は60歳〜75歳
で、63％が男性。オーストラリア、中国、イラン、スウェーデン、オランダの研究。⼼不全患者のためのmHealth配信教育介⼊の使⽤は、⼼不全の知識に差をもたらさないことが
明らかになった。

21
COVID-19への対応における国際的な医療システムの組織や関係者の経験と認識に関する調査のシステマティックレビュー。25論⽂の解析から、専⾨職レベルで、組織レベル、地
域の医療システムレベルのそれぞれの主要課題を明らかにした。

22
COVID-19が観光に及ぼした影響をウェルビーイングとレジリエンスという2つの変数に着⽬して解析したシステマティックレビュー。32論⽂のうちすべての基準を満たす18論⽂
を対象にした。パンデミックの有害な結果に対処するための前向きで弾⼒的なアプローチは、観光・ホスピタリティ分野のステークホルダーと組織の将来に対する懸念と関係が
あった。ウェルビーイングに関する研究はほとんど⾏われていない。

23
COVID-19に対する保護者のワクチン接種の意思や判断の要因を明らかにすることを⽬的としたシステマティックレビュー。317055⼈の親を含む44件の研究が対象。COVID-19ワ
クチンを⼦どもに接種する意向のある保護者は60.1%、接種を拒否する保護者は22.9%、わからないは25.8%。ワクチン接種意向の主な予測因⼦は、⽗親、両親の⾼齢、⾼所得、
COVID-19の脅威感の⾼さ、ワクチン接種に対する肯定的態度であった。

24
プライマリーケア提供者による⽪膚がん診断検査を⽀援するためにデザインされた教育的介⼊に関するシステマティックレビュー。SARS-CoV-2流⾏前の教育環境を反映してい
る。63論⽂の解析から、教育的介⼊を⾏ったもののうち4分の1以下で診療の変化が⾒られた。

25
⾼齢者とのワクチン接種に関するコミュニケーションについて医療従事者を対象にした調査のレビュー。11論⽂が対象。すべての研究は⾼所得国からのものでCOVID-19ワクチン
が利⽤可能になる前に実施された。ほとんどの研究は⾼齢者のワクチン接種に関する医療従事者の⾒解や経験について広く検討しており、特にコミュニケーションの問題について
も⾔及していた。⾼齢者とのコミュニケーションの⽬的やワクチン接種の決定における⾼齢者の役割についての認識が医療従事者間で異なっていることが⽰唆された。
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